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Ⅰ　は じ め に

本稿の目的は，ワーク・ライフ・バランスにつ
いて社会学的な観点から蓄積されてきた研究を整
理し，今後の課題を示すことである。
「ワーク・ライフ・バランス」（work-life balance）

は新しい概念であるため，議論に先立ち，この概
念に関する先行研究を検討し，概念整理をしてお
きたい。

ワーク・ライフ・バランス概念を用いて，社会

学的な観点から現代日本の仕事と生活の課題を検
討した山口（2009）は，「ワーク・ライフ・バラ
ンスが達成できる社会」を「仕事と家庭（もしく
は私生活）が両立し，そのどちらも犠牲にしない
ですむ社会」としている（山口 2009：1）。この説
明を手掛かりに概念を整理しよう。山口（2009）
の説明から，「ワーク・ライフ・バランス」は次
のような意味の概念であることが読み取れる。

第 1 に「仕事」と「生活」は二項対立的な関係
であること。広義の「生活」は仕事をその一部に
含む概念である（今田 1991：23）。だが，「どちら
も犠牲にしない」と山口（2009）がいうように，
ワーク・ライフ・バランスは，広義の「生活」か
ら仕事を取り出し，他の生活領域と対立的な関係
に置いている。同様の説明は社会学以外の研究者
の説明にもみられる。労働法学者の両角（2008）
は，ワーク・ライフ・バランスを「人間の生活を

ワーク・ライフ・バランスはすべての労働者の仕事と生活の両立を意味する概念だが，女
性の家庭生活と仕事の両立を起点に，その対象を男性や未婚者など，ほかの労働者に拡大
してきた。この観点から，ワーク・ライフ・バランスに関する今後の研究課題を明らかに
するため，仕事と家庭生活の両立に関する社会学的研究を整理した。その結果から次のこ
とが明らかになった。（1）女性の家事・育児と仕事の両立において，出産・育児期の就業
継続は依然として難しく，このことが再就職後の仕事の処遇のみならず両立負担やメンタ
ルヘルスにも望ましくない影響を及ぼす可能性がある。（2）親の家事・育児援助に頼るこ
とが難しくなるとともに男性の家事・育児参加の重要性が高まりつつある。加えて，高齢
人口の増加と家族規模の縮小を背景に，女性のみならず男性においても介護と仕事の両立
が切実な問題になりつつある。この意味で，家庭生活と仕事の両立は男性にとっても重要
な課題である。（3）労働時間の問題は，出産・育児期の就業継続，男性の家事・育児参加，
そして介護期の就業継続に共通の課題である。これまでも「働き過ぎ」や「ゆとり」の観
点から長時間労働の問題は指摘されてきたが，今後は家庭のみならずそれ以外の生活も含
めて，具体的な生活の課題に即した労働時間短縮の議論を深めていくことが重要である。

特集●ワーク・ライフ・バランスの概念と現状

ワーク・ライフ・バランスに関する
社会学的研究とその課題
　　仕事と家庭生活の両立に関する研究に着目して
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仕事すなわち有償労働とそれ以外の部分に分けた
うえで，個人がその二つをバランスのとれた状態
で両立できる状態」とする（両角 2008：36）。両
角（2008）が「仕事すなわち有償労働」と言い換
えているのは，家事労働のような職業以外のワー
ク（アンペイドワーク）が，ワーク・ライフ・バ
ランスでいう「仕事」に含まれていないと解すこ
とができる。

第 2 に「生活」は仕事以外の生活全般を指す概
念であること。山口（2009）は「仕事と家庭（も
しくは私生活）」と表記している。ワーク・ライ
フ・バランスの「生活」は家庭生活とともに家庭
以外の「私生活」を含むという認識がうかがえる。
両角（2008）はワーク・ライフ・バランスの「ラ
イフ」を（1）心身の健康，（2）家庭生活（特に妊娠・
出産・育児・介護），（3）その他の私生活（旅行や友
人と過ごす時間など）や仕事以外の活動（社会活動
や学業など）に分け，（3）が「言葉の本来の意味に
最も近い」という（両角 2008：37）。

だが，両角（2008）が（3）として挙げる，健康・
家庭以外の生活を基本におくと，具体的な生活の
なにが仕事との両立で問題なのか曖昧になる。両
角（2008）は具体例として旅行や友人と過ごす時
間，社会活動や学業を挙げているが，これらと仕
事の間にどういう両立の問題があるかという議論
は避け，自身は家庭生活に焦点を当てて議論を展
開している。山口（2009）も家庭以外の「私生活」
の具体的な内容を提示していない。だが，山口

（2009）が「仕事と私生活」ではなく，「仕事と家
庭（もしくは私生活）」としていることに注目した
い。ワーク・ライフ・バランスの「ライフ」に関
する問題設定のヒントになると考えるからだ。

山口（2009）は，ワーク・ライフ・バランスが
アメリカの企業に広がった経緯を次のように説明
する。女性の雇用拡大による共働き夫婦の増加を
背景に，企業は，短時間勤務や柔軟な勤務など，
家庭生活と両立しやすい働き方が女性の人材活用
において重要と認識するようになった。そして，
こうした働き方を女性の人材活用にとどめず，男
性や独身者といったほかの従業員にも拡大し，人
びとの多様性を尊重した働き方へと発展させたと
いう（山口 2009：8-9）。Houston（2005）によれば，

イギリスでもワーク・ライフ・バランスが必要に
なった社会的背景に共働き夫婦の増加がある。こ
うした家族の変化に対応するとともに，育児や介
護といったケア責任のある労働者だけでなく，す
べ て の 労 働 者 を 対 象 に 企 業 が 柔 軟 な 働 き 方

（flexible working）を導入することを，イギリス政
府のワーク・ライフ・バランス政策は目指してい
ると説明する（Houston 2005：1-2）。

こうした説明から，英米におけるワーク・ライ
フ・バランスの「生活」は，家庭生活を起点に，
その対象をほかの労働者にも拡大するというプロ
セスで，その意味する範囲を広げていったといえ
る。したがって，日本についても，まず女性の家
庭生活と仕事の両立に着目し，その課題がどのよ
うに変化し，両立課題をもつ労働者の範囲がどの
ように広がってきているか検討することは，ワー
ク・ライフ・バランスに関する今後の研究課題を
明確にする上で有効と考えられる。本稿では，こ
の観点から，仕事と家庭生活の関係を分析した社
会学的研究に焦点を当て，その知見を整理するこ
とで今後のワーク・ライフ・バランス研究の課題
を明らかにしたい。

本稿の構成は次のとおりである。Ⅱでは女性の
仕事と家事・育児の両立を取り上げる。Ⅲでは，
親の家事・育児援助に頼ることが難しくなるとと
もに，男性の家事・育児参加の重要性が増しつつ
あることを指摘する。そして，女性のみならず男
性も否応なく両立を迫られる可能性のある課題と
して介護をⅣで取り上げる。これら，家庭生活と
仕事の両立に関する研究の知見を踏まえて，家庭
以外の生活を含むワーク・ライフ・バランスの観
点から今後の課題をⅤでまとめる。その要点をあ
らかじめ述べれば，女性の就業継続，男性の家
事・育児参加，介護と仕事の両立のいずれにも共
通する課題として労働時間の問題が先行研究で指
摘されている。長時間労働は男性のみならず，女
性にも広がりつつある。これまでも「働き過ぎ」
や「ゆとり」の観点から長時間労働は問題とされ
てきたが，今後は具体的な生活の課題に対応して
労働時間短縮の議論を深めることが重要な課題で
ある。



22 No. 599/June 2010

Ⅱ　女性の仕事と家事・育児の両立

1　女性のキャリアと結婚・出産

日本の女性の年齢別労働力率は，若年期に 1 つ
目のピークを形成した後に下降し，中高年期に再
びピークを形成する M 字のカーブを描く。若年
期の後に労働力率が低下するのは，結婚や出産・
育児による労働市場からの退出によるものであ
り，その後の労働力率上昇は育児後の労働市場再
参入による。

今田（1991）は，この M 字カーブの形成過程
を，1913 年生から 1957 年生の女性の経歴のコー
ホート間比較によって明らかにしている。分析結
果によれば，若いコーホートほど若年期の労働力
率は高くなり，その後に下降して再び上昇する傾
向が鮮明になるが，労働市場からの退出過程は多
様化している。古いコーホートの退出時期は結婚
前に集中しているが，若いコーホートは結婚時・
結婚後・第 1 子出産以降などに分散している。出
産後の労働市場参入時期も出産後すぐ，幼稚園入
園前後，小学校入学前後といったように多様化し
ている（今田 1991：19）。こうした結果から，今
田（1991）は，就業するか否か，一生のどの時期
に就業するか，家族従業か雇用就業かといった選
択の幅が広がったことにより，女性のキャリアは
多様化したと指摘する。一方，職種の面では，若
いコーホートほど，20 歳時，30 歳時，40 歳時の
職種構成の違いが大きく，キャリアの非連続性が
拡大した。その背景として，事務職の拡大を指摘
し，事務職は就業継続した場合も他の職種に移る
比率が高く，再参入時も別の職種で再参入してい
ることを明らかにした（今田 1991：20-21）。こう
した女性のキャリアの「多様化と非連続性」は男
性を規準にみると否定的含意をもつが，今田

（1991）はその柔軟性を積極的に評価し，男性的
な働き方を相対化する視点を提示している。

その後，労働市場に留まる女性は増え，M 字
型のカーブは時系列的にみると底が浅くなる傾向
を示している。その要因を明らかにするため，
1922 年生から 1966 年生の経歴のコーホート間比
較をした今田（1996）は，未婚の増加，出産後の

再参入の増加と早期化，そして，結婚では労働市
場から退出しなくなる傾向にあることを明らかに
している。だが，より重要な指摘は，出産・育児
によって退出する傾向は変化していないことだ

（今田 1996：43）。結婚では退職しなくなる傾向に
あるが，出産・育児で退職する傾向は変化してい
ない。この分析結果は，出産・育児は特に仕事と
の両立が難しいライフイベントであることを鮮明
にした。

出産・育児期に女性が退職する傾向は，1986
年の男女雇用機会均等法（以下，均等法と略す）
施行後に職業キャリアをスタートし，1992 年の
育児休業法施行後に出産・育児期を迎えたコー
ホートでも変化していない。1950 年生から 1975
年生の経歴のコーホート間比較をした今田・池田

（2006）によれば，若いコーホートでは第 1 子出
産前 1 年間の退職率が高く，その結果として，第
1 子出産時点の雇用就業率は上昇していないので
ある。樋口（1994）や，樋口・阿部・Waldfogel

（1997），森田・金子（1998），永瀬（2003）などの
研究は，育児休業制度には就業継続を高める効果
があると指摘している。1990 年代以降は保育
サービスも拡大されてきた。今田・池田（2006）
の分析結果も，育児休業制度と保育所利用が組み
合わせにより若いコーホートの就業継続は高まる
ことを示している。少子化対策のもとで推進され
てきた育児休業制度と保育サービスの拡大には就
業継続を高める効果があったといえる。にもかか
わらず，出産・育児期の就業継続は全体として増
えていないのである。

育児後に再参入する女性は，大多数がパートタ
イマーになることから，就業継続した場合に比べ
て賃金などの処遇で大きな不利を受ける。そのた
め，出産・育児期の就業継続支援は女性のキャリ
ア支援として重要な意義をもつ。さらに，出産・
育児期の就業中断1）のデメリットは経済的な問題
に留まらないと西村（2009）は指摘する。出産・
育児期の就業中断による経済力の獲得機会縮小は
女性のメンタルヘルスに望ましくない影響を及ぼ
す（西村 2009：177）。また，再参入してフルタイ
ム就業している女性は，就業継続している女性に
比べて，仕事と家事の両立負担が重い。出産・育
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児期に退職した女性は，家族との家事・育児分担
において重い役割を担った状態で労働市場に再参
入するからである（西村 2009：122）。女性の仕事
と生活の両方にとって，出産・育児期の就業継続
が重要であることを示唆する知見である。

だが，育児休業制度や保育サービスが拡大して
も出産・育児期の就業継続は増えていない。どの
ような要因で退職しているのか，この問題にかか
わる研究成果を次に取り上げよう。

2　出産・育児期の退職要因

はじめに，海外でも日本と似たような状況が報
告されていることを指摘したい。1970 年代初頭
のイギリスは，日本と同じように年齢別労働力率
が M 字型のカーブを描いていたが，1990 年には
出産・育児期の年齢層でも労働力率が低下しない
台形型になった（厚生労働省雇用均等・児童家庭
局 2005：33）。しかし，イギリスでも，近年にな
るほど女性が労働市場に継続して留まる割合は減
少しており，就業中断経験（労働市場から退出し
て再参入した経験）のある女性が増えている

（Hakim 2004：134-135）。
そうした女性の行動を Hakim（2000）は次のよ

うな理論で説明する。仕事を続けるか辞めるかの
選択を女性は自らの選好（preference）にもとづ
いて行っている。その選好は，家庭よりも仕事を
重視する「仕事中心型」（work centered），仕事よ
り も 家 庭 を 重 視 す る「 家 庭 中 心 型 」（home 
centered），仕事と家庭のどちらを重視するかあ
らかじめ決めておらず成り行きに任せる「適応
型」（adaptive）の 3 つに類型化できる。仕事中心
型は結婚や出産をしてもフルタイムで仕事をつづ
ける，家庭中心型は結婚や出産で仕事をやめる，
適応型は就業中断やパートタイマーを選択する
か，その選択が難しい専門職や管理職などの職種
では子どもを 1 人しか生まないという。そして，
イギリスの女性に占める割合は，仕事中心型と家
庭中心型がそれぞれ 2 割で，残りの 6 割は適応型
というデータを示す（Hakim 2000：158-167）。

だが，日本の現状を説明するために Hakim の
理論が適しているかは慎重を要する問題である。
日本では自らの希望ではなく不本意な退職が少な

くないことを松田（2004，2007）は示唆している。
松田（2007）は，「男性は仕事，女性は家庭」と
いう伝統的な性別役割に否定的な意識をもちなが
ら実際は働いていない女性が，「新婚・育児期」
には約 4 割いるというデータを示している。ま
た，松田（2004）は出産・育児期の就業継続理由・
退職理由と社会階層（学歴と初職の階層）の関係
を分析し，社会階層が高いほど，出産・育児期の
就業継続理由は主体的（自らの希望）であるが，
退職理由は主体的でないことを指摘している。反
対に，階層が低いほど自らの希望で退職している
が，その理由として就業継続を希望する割合が低
いことを松田（2004）は指摘する。しかし，これ
についても，就業中断・再就職の実現率は約 90%
に対して，就業継続の実現率は約 20%と著しく
低いことから，もともと実現率の高い方を希望し
ている可能性があるという（松田 2004：18）。就
業継続が実現性の高い選択肢になれば，再就職を
希望している女性も就業継続を希望するようにな
る可能性があるのだ。

こうした指摘から，日本で出産・育児期の就業
継続が増えていないのは，女性本人の希望や選好
よりも，客観的環境によるところが大きいと考え
られる2）。その要因として，今田・池田（2006）
は女性の働き方が変化したことの影響を指摘して
いる。

その 1 つは労働時間である。均等法後に女性の
職域は拡大したが，そのマイナス面として，長時
間労働や深夜業など，出産・育児期の就業継続が
難しい働き方の女性が増えている。その典型は専
門・技術職である（今田・池田 2006：41）。教師・
保育士・看護師は伝統的な就業継続職種である。
今日でも専門・技術職の就業継続率は他の職種に
比べると高いが，コーホート間で比較するとその
割 合 は 低 下 し て い る（ 労 働 政 策 研 究・ 研 修 機
構 2007：112）。

もう 1 つはパートタイマーや契約社員，派遣社
員といった非正規労働者が若年層に増えた影響で
ある。非正規労働者であっても雇用期間に定めの
ない労働契約であれば，従来から育児休業の対象
になっていた。だが，その多くは期間を定めて雇
用される有期契約であり，2004 年までの育児・
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介護休業法では育児休業の対象外とされてきた3）。
永瀬（2008）も，出産・育児期の就業継続が増

えていない理由として，正規雇用の長時間労働と
育児休業制度の適用が限定的な非正規雇用の拡大
という「働き方の二極化」を指摘する。だが，非
正規労働者については，2005 年施行の改正育児・
介護休業法から有期契約労働者の一部が育児休業
の対象となり，この層でも育児休業取得者は増え
つつある（労働政策研究・研修機構 2008：56）。さ
らなる非正規雇用の両立支援拡大は重要な課題で
あるが，育児休業の対象となることで就業継続す
る非正規雇用の女性は増える可能性がある。しか
しながら，非正規労働者も，正規労働者と同じ課
題に直面して就業継続が難しくなる可能性がある
ことを示唆するデータもある。小倉（2007）によ
れば，正社員のみならず，契約社員・派遣社員・
臨時雇用者・パートタイマーといった非正規労働
者でも，就業形態にかかわらず残業する女性が増
えており，残業時間も長くなる傾向にある。両立
支援のさらなる拡大はもとより，雇用形態にかか
わらず残業削減に取り組むことは，出産・育児期
の就業継続支援の重要な課題であることが示唆さ
れる。

Ⅲ�　親の家事・育児援助と 
男性の家事・育児参加

1　女性の就業と親の家事・育児援助

出産・育児期の就業継続が増えていない要因と
して，女性の働き方が変化していることを指摘し
たが，家族においても重要な変化が起きている。
女性の就業支援として，親の家事・育児援助（親
族援助）に頼ることが難しくなりつつあることが，
近年の研究で指摘されているのである。

育児休業制度がまだなく，保育サービスも現在
ほど拡大していなかった時代の女性の就業に親族
援助は大きな役割を果たしてきた。永瀬（1994）
によれば，既婚女性は母親と同居するほど正社員
で働く確率が高い。小島（1995）は，夫婦どちら
かの親との同居が第 1 子乳児期にある女性のフル
タイム就業を高める分析結果を示している。仙田

（2002）は 1958 年以前生まれの女性において出
産・育児期の就業継続が「現場労働」で高いのは
同居親の効果によるとしている。

しかし，こうした親族援助の効果が若いコー
ホートで低下していることを今田・池田（2006）
は指摘する。今田・池田（2006）の分析では同居・
別居を区別していないが，同居親の効果が低下し
ている可能性は高い。大沢・鈴木（2000）は末子
3 歳未満の有配偶女性の就業に対する同居親の効
果は，「常勤」「パート・嘱託」のどちらに対して
も有意でないという分析結果を示している。仙田

（2002）においても，1959 年以降生まれのコーホー
トでは同居親の効果が有意でなくなっている。

かつては残業があっても，育児休業制度や保育
サービスといった社会的支援を利用することが難
しくても，それを親族援助が補っていた。その親
に頼ることが難しくなったことで，労働時間や両
立支援の影響を直接受ける女性が増えているとい
える。

同時に，こうした家族の変化は，家事・育児の
担い手として男性（夫）の重要性が増すことを示
唆している。今日の家庭生活における男性の家
事・育児参加の重要性はこれまでも指摘されてき
た。たとえば，末盛・石原（1998），永井（2000），
山口（2007）は，夫の家事・育児参加が妻の夫婦
関係満足度に影響するという分析結果を示してい
る。だが，従来は同居親をはじめとする親族が家
事・育児を代替することで夫はその役割を免れて
いた面があった。今田（1995）は夫婦の就業パ
ターンと家事分担の関係を分析した結果から，フ
ルタイム就業の女性の家事負担は夫によって多少
代替されているものの，それ以上に親族によって
代替されていると指摘している。Nishioka（1998）
は親と同居する夫婦ほど，夫は家事を担っていな
いという分析結果を示している。しかし，その親
族援助に期待することが難しくなれば，妻の家
事・育児負担軽減に夫が果たす役割は大きくなる
可能性が高い。竹内（2007）は，核家族世帯の分
析結果から，「仕事と家庭の二重負担に苦しむ妻」
は「結婚生活満足度」が低いと指摘する。親族援
助に頼ることが難しい家事・育児と仕事の両立に
おいて，夫に対する妻の期待は低くないことがう
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かがえる知見である。

2　男性の家事・育児参加の規定要因

日本の男性の家事・育児参加水準が低いことは
しばしば指摘されているが，その要因を分析した
研究も蓄積されつつある4）。

Hiller（1984）や Coverman（1985），Shelton and 
John（1996）など，アメリカの研究成果を整理し
た松田（2002）によれば，男性の家事・育児参加
の規定要因は，（1）家事・育児の量（amount  of 
housework），（2）時間的余裕（time  availability），

（3）相対的資源（relative  resources），（4）イデオロ
ギー（ideology）の 4 つに要約することができる。
末子年齢が低い，子どもが多いといった育児に手
がかかる状況では男性も家事・育児を担うという
のが，「家事・育児の量」である。「時間的余裕」
は，物理的な時間の余裕がなければ家事・育児を
担う時間は少なくなるという考え方であり，就業
の有無や労働時間の長さとの関係で分析されるこ
とが多い。「相対的資源」は収入や学歴といった
社会的資源の夫婦間格差が小さいほど男性は家
事・育児をする，「イデオロギー」は「男性は仕事，
女性は家庭」という性別役割意識がない男性ほど
家事・育児をするという意味である（松田 2002：
316）。

だが，日本において，「家事・育児の量」「相対
的資源」「イデオロギー」の効果は，使用するデー
タや変数によって一貫していない。たとえば，
Nishioka（1998），松田（2000，2002）の分析結果
は末子年齢が低いほど男性が家事・育児を担うこ
とを示している。これは，「家事・育児の量」説
を支持する分析結果といえる。だが，末子年齢や
子ども数の効果が有意でない酒井（2006）や久保

（2007）の分析結果もある。「相対的資源」説につ
いては夫婦の収入に占める妻の割合が高いほど夫
は家事・育児参加するという数井ほか（1996）の
指摘がある一方で，Nishioka（1998）や松田（2002）
は，男性の家事・育児参加に夫婦の収入差は影響
していないとの知見を示している。「イデオロ
ギー」については，Nishioka（1998），松田（2000）
が男性の家事・育児参加に性別役割意識は影響し
ていないとしているのに対し，前田（2002）や酒

井（2006）の分析結果は性別役割意識が有意な効
果を示している。

そうした中で，一貫した効果を示しているのが
男 性 の 労 働 時 間 で あ る。 数 井 ほ か（1996），
Nishioka（1998），永井（2001），松田（2002），前
田（2002），酒井（2006），久保（2007）は労働時
間が長い男性ほど家事・育児参加度が低いことを
指摘している。永井（2001）は男性の家事・育児
参加が高まる労働時間として「1 日 600 分（10 時
間）未満」という具体的な数値も示している。1
日 8 時間労働と仮定すれば，残業は 2 時間未満が
目安といえる。松田（2002）は男性の家事・育児
参加にマイナスの影響を及ぼす帰宅時間帯は 21
時以降という分析結果を示し，その理由を子ども
が就寝しているからだと指摘する。育児期の生活
実態に適った指摘である。

日本の男性が長時間労働であることは改めてい
うまでもない。景気変動の影響を除けば，男性の
労働時間が短くなる傾向はみられない5）。山口

（2009）は 15 歳未満の子をもつ男性において過剰
就業（本人の希望より長い労働時間での就業）が多
くなると指摘する。また，6 歳未満の子をもつ男
女において，女性は過剰就業度が低いのに対し，
男性は過剰就業度が高いという分析結果から，育
児期の男女に対する企業の対応が異なっている可
能性も指摘している（山口 2009：232）。前述のよ
うに，従来は男性が早く帰宅して家事・育児を担
うことができなくても，同居親が妻の家事・育児
負担を軽減していた。しかし，今後はそういうわ
けにはいかなくなる可能性が高いことを，みてき
た研究の知見は示唆している。さらに，前述のよ
うに長時間労働は女性にも，また非正規労働者に
も広がりつつある。長時間労働は男女双方にとっ
て，仕事と家事・育児の両立を難しくする要因に
なっているといえる。

Ⅳ　男女共通の課題としての介護

1　介護者の多様性

今日の日本社会では，女性のみならず男性に
とっても仕事と家庭生活の両立が重要な課題にな
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りつつある。だが，仕事か家事・育児かの二者択
一的状況は根強く，結果として多くの男性が仕事
を選択し，女性は家事・育児を選択している。し
かし，女性のみならず男性も否応なく家庭生活で
主たる役割を担わざるを得ない状況が増えつつあ
る。それが高齢者介護である。

高齢人口の増加を背景に，介護と仕事の両立は
重要な課題として認識されるようになったが，介
護もまた伝統的には女性の問題とされてきた。前
述のように，親との同居は育児期の女性の就業に
はプラスであるが，前田（1998）は同居親が 75
歳以上になると女性の就業にマイナスの影響を及
ぼす分析結果を示し，親との同居によって就業で
きた女性が一転して同居親の介護のために就業を
断念する可能性は高いと指摘する。前田（2000），
岩本（2000），山口（2004），西本・七條（2004），
西本（2006）も介護によって就業が難しくなる分
析結果を示している。

ただし，育児に比べて介護はその担い手が多様
であることに留意する必要がある。育児を主とし
て担う女性は子どもの母親である。介護の担い手

（介護者）もかつては要介護者との続柄に規定さ
れていた。袖井（1989）によれば，伝統的な日本
の家制度において，老親介護は同居する長男の妻
の役割とされてきた。しかし，家制度の規範が薄
れたことにより，長男の妻だけでなく，要介護者
の妻や娘など，さまざまな女性が介護者になった

（袖井 1989：137）。戦後日本の家族に起きた，こ
うした変化を津止・斎藤（2007）は「配偶者介護」

「実子介護」への移行と特徴づける。さらに重要
な指摘は，要介護者の「妻」や「娘」に比べて，

「夫」や「息子」といった男性介護者の増加が顕
著であり，女性との差が縮小傾向にあることだ

（津止・斎藤 2007：37）。割合としては現在でも介
護者の多くが女性である。だが，男性にとっても
介護は切実な問題になりつつあることを示唆する
指摘である。

しかし，家族内の男女の役割において，主たる
介護者（主介護者）になる男性が増えているとは
必ずしもいえない。浜島（2006b）は，要介護者
の同居家族において「親世代の女性（母）→子世
代の女性（娘・嫁）→男性（父・息子・婿）」の順

序で主介護者が決定される傾向があると指摘す
る。つまり，今日でも，女性がいる家庭では依然
として女性が主介護者になる。裏を返せば，男性
は家族に女性がいないことから主介護者となる。
そうした男性が増えているといえる。「実子介護」
との関係でいえば，未婚男性の増加は介護者とな
る妻のいない男性の増加を意味する。「配偶者介
護」の観点からいえば，子ども数の減少は介護者
となる娘がいないことから，妻を夫が介護する可
能性を高めるといえる。

津止・斎藤（2007）は家族の介護に直面した男
性の多くが，家事の課題にも直面していることを
指摘する。家事・育児役割を免れて仕事に専念し
てきた男性は介護に直面したとき家事能力も新た
に身につける必要性に迫られる。男性介護者の増
加は，男性にとって仕事と家庭生活の両立が避け
られなくなる可能性が高まりつつあることを示唆
している。

2　仕事と介護の両立課題

高齢人口のさらなる増加にともなって，介護と
仕事の両立は今後ますます重要な課題になると予
想される。これを支援するため，日本では介護休
業が法制化されている。池田（2010）によれば，
介護休業の必要性は在宅介護サービスの利用と関
係しており，介護保険制度による在宅介護サービ
スの利用拡大によって介護休業の必要性は低下し
ている。だが，今日でも，さまざまな事情で在宅
介護サービスを利用できなくなることはある。そ
うした状況で退職を回避するために介護休業は重
要な支援であると池田（2010）は指摘する。

さらに，介護においては休業の必要性とは別の
要因でも就業継続が難しくなることにも留意する
必要がある。育児においては，女性の場合，育児
休業の前に産前産後休業があり，特に産後休業は
義務であるため，育児休業取得の有無にかかわら
ず休業の必要が生じる。介護においても，その初
期に介護保険の手続きや住環境の整備など，その
後の介護生活の態勢づくりのために仕事を休む必
要は生じる。だが，袖井（1995）や浜島（2006a）
は，多くの労働者が初めは年次有給休暇（年休）
や欠勤で対応していると指摘する。しかし，その
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後の介護において両立が難しくなって退職する
ケースが多い。

その要因として，池田（2010）は要介護者の認
知症が重くなると就業が難しくなると指摘する。
直井・宮前（1995）の事例調査によれば，要介護
者が寝たきりでない状況で要介護者が認知症にな
ると，見張りの必要から仕事との両立が難しくな
る。こうした認知症に特有の介護負担は，介護休
業と在宅介護サービスでは軽減されていない可能
性が高い。

もう 1 つは，やはり労働時間である。介護期の
女性は正規雇用の比率が低下し，パートタイマー
比率が上がることから，働き方を変えて両立を
図っている可能性があると前田（2000）は指摘す
る。山口（2004）や西本（2006）も介護が就業時
間に影響することを指摘する。池田（2010）によ
れば，正規雇用の女性は介護期に勤務先を移る確
率が高く，移った後の労働時間はその前に比べて
短くなっている。時系列的にみれば男性介護者が
増えているとはいえ，今日でも主介護者の多くは
女性である。中でも正規労働者は仕事の面でも負
担が重い。そのために，正規雇用での勤務先を退
職していると考えられる。男性の正規労働者で
も，主介護者になれば同じ状況に直面する可能性
は高い。

アメリカでは，Stone et al.（1987）が介護者全
体に占める割合は，退職よりも労働時間短縮，仕
事の予定変更，無給の休暇取得の方が高いことを
指摘しており，Ettner（1995）や Pavalko and Artis

（1997）などの研究でも，退職とともに労働時間
と介護の関係が問題にされている。日本でも介護
期の労働時間は重要なテーマになると考えられ
る。

現状において，介護と仕事の両立課題に直面し
ている労働者の多くは女性である。しかしなが
ら，男性も同じ状況に直面する可能性は高まりつ
つある。また，介護に直面する労働者の多くは中
高年期であり，職業キャリアとの関係でいえば，
管理的な地位についていることも珍しくない6）。
介護に直面する労働者の増加は，仕事と家庭生活
の両立課題が特定の性別や年齢を超えて広がる可
能性を示唆している。

Ⅴ　要約と今後の課題

ワーク・ライフ・バランスの「生活」は女性の
家庭生活を起点にその対象を拡大してきたことを
踏まえて，仕事と家庭生活の両立に関する社会学
的研究の知見を整理した。その結果は次のように
要約することができる。

（1）出産・育児は仕事との両立が最も難しいライ
フイベントであり，依然として多くの女性が出
産・育児期に退職している。出産・育児期の就
業中断はその後の仕事の処遇だけでなく，両立
負担やメンタルヘルスにも望ましくない影響を
及ぼす可能性がある。

（2）女性の家事・育児負担軽減を親に頼ることは
難しくなりつつあり，男性が家事・育児を担う
重要性が高まりつつある。加えて，高齢人口の
増加と家族規模の縮小を背景に，女性のみなら
ず男性においても介護と仕事の両立が切実な問
題になりつつある。この意味で，家庭生活と仕
事の両立は男性にとっても重要な課題である。

（3）労働時間は，出産・育児期の就業継続，男性
の家事・育児参加，そして介護期の就業継続の
いずれも難しくしている要因である。長時間労
働は男性のみならず，女性にも，さらには非正
規労働者にも広がりつつある。
日本において結婚で退職する女性は減り，育児

後に就業する女性は増えたが，出産・育児期に就
業継続する女性は増えていないことがこれまでの
研究から明らかになっている。ただし，誤解して
はならないのは，育児休業や保育サービスなど，
仕事と育児の両立支援が拡大されたことにより，
就業継続できるようになった女性も増えているこ
とだ。しかし，反対に，働き方や家族の変化にと
もなって就業継続が難しくなった女性も増えたた
めに，全体としては就業継続が増えていないので
ある。出産・育児期の就業中断は職業キャリアの
みならず，家庭生活においても，重い家事・育児
負担や，経済力の低さに起因するメンタルヘルス
の問題など望ましくない影響があることを報告す
る研究もある。出産・育児期の退職要因を明らか
にすることは，今後のワーク・ライフ・バランス
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研究においても重要な課題である。
依然として出産・育児期の就業継続が難しい背

景として，家族においては，親の家事・育児援助
（親族援助）に頼ることが難しくなりつつあるこ
とが近年明らかになっている。これにともなっ
て，男性の家事・育児参加に関する研究はこれま
でにも増して重要になると考えられる。さらに，
介護と仕事の両立は女性のみならず男性にとって
も切実な問題になりつつある。今日でも介護者の
多くは女性であるが，妻や娘など，介護者となる
女性が家族にいないことから主介護者となる男性
も増えている。介護負担は要介護状態によってさ
まざまであり，特に認知症介護と仕事の両立につ
いては今後の重要な課題である。また，介護はい
つ発生するか，労働者本人がその時期を選択でき
ない。介護者の多くが中高年層であるが，若年期
に直面する可能性もある。このことは職業キャリ
アとの関係において，さまざまなキャリアの段階
で介護に直面する可能性があることを示唆してい
る。

このように，これまでの研究は，一方で女性に
とって仕事と家庭生活の両立が依然として難しい
ことを明らかにし，他方で男性においても仕事と
家庭生活の両立が切実な課題になりつつあること
を明らかにしてきた。課題とするライフイベント
も，出産・育児とともに介護へと広がることで，
仕事と家庭生活の両立課題が多様であることを示
した。これらの論点をさらに深く掘り下げること
は，今後の研究の重要な課題である。さらに，共
通の課題として明らかになっているのが労働時間
である。日本の男性が長時間労働であることはよ
く知られているが，このことが男性の家事・育児
参加を難しくしている。のみならず，女性にも長
時間労働は広がりつつある。これにより，出産・
育児期や介護期の就業継続が難しくなっているこ
とを，これまでの研究は示唆している。さらに，
非正規労働者の両立支援拡大は重要な課題である
が，この層にも長時間労働は広がりつつある。労
働時間は今後のワーク・ライフ・バランス研究の
柱となるテーマといえる。

留意すべきは，長時間労働の問題も指摘されて
久しいことだ。間（1974）は，日本の労働者の勤

勉性のマイナス面として，長時間労働の結果，気
力と体力を企業の中で消耗し，勤務先企業の活動
が外の社会に及ぼす影響を考えることや，家庭生
活や地域生活にかかわることができないことを問
題にしている。日本社会が高度成長期から安定成
長期に移行する時期の指摘である。その後，戦後
日本の勤労者生活を「働き過ぎ」の観点から分析
した間（1996）は，1991 年の調査結果から，安定
成長期の残業において，職場への同調による「つ
き合い残業」は少数派であり，企業の競争が厳し
さを増す中での人員削減や取引先・顧客へのサー
ビス向上の必要性から，労働者の負担が増加した
ことの影響が大きいと指摘する。「ゆとり」の観
点から男性有職者の生活時間を分析した平田・加
藤（1995）によれば，週休 2 日制の導入によって
休日は増えたが逆に平日のゆとりはなくなった。
だが，人びとの意識においては，1986 年から
1991 年の間に，収入の増加より労働時間短縮を
重視する割合が上昇し，労働時間短縮より収入の
増加を重視する割合を上回ったという調査結果も
間（1996）は示している。これらの研究にみられ
るように，家庭以外の生活を含むワーク・ライ
フ・バランスという視点は新しいものではない。
むしろ人びとの意識や制度が変わっても容易に変
化しないほど，長時間労働は日本社会に深く根を
張った問題であることを，これらの研究は示唆し
ている。生活の具体的課題が曖昧な議論でこの状
況を好転させることは難しいといえる。

家庭生活では女性のみならず男性においても，
労働時間短縮の必要性に直面する労働者は今後増
える可能性がある。この課題をさらに深めるとと
もに，家庭以外の生活においても，たとえば地域
生活やボランティア，趣味の活動など，具体的な
生活の課題に即して労働時間短縮の議論を深めて
いくことはワーク・ライフ・バランス研究の重要
な課題である。そうした生活に関する研究の蓄積
があることは社会学の強みであろう。もちろんど
のような生活を想定するにせよ，心身の健康に悪
影響を及ぼすほどの長時間労働の是正が重要であ
ることは論を待たない。だが，健康との関係で問
題になる労働時間よりも家庭生活との両立で問題
になる労働時間はずっと短い。男性の家事・育児
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参加を高める残業時間の目安は 2 時間未満という
分析結果もあった。家庭以外の生活とのバランス
が問題になる労働時間も，同じく健康との関係で
問題になる労働時間より短い。仕事だけをみて

「労働時間が短くなった」といっても，それが生
活とバランスのとれたものであるとは限らない。
ワーク・ライフ・バランスは文字どおり仕事と生
活の関係性の問題である。家事・育児・介護のほ
かにもどのような課題が生活で生じているか，そ
の課題に対してどのような仕事の調整が可能か，
仕事と生活の関係の中で働き方を見直す具体的な
課題を明らかにしていくことが重要である。

1）　以下では労働市場から退出し，その後に再参入することを
指して「就業中断」と呼ぶ。出産にともなう産前産後休業は
必然的に就業の中断（一時的に仕事から離れる状態）を生む
が，勤務先や労働市場にとどまった状態での中断は以下でい
う「就業中断」に含めていない。

2）　国立社会保障・人口問題研究所（2007b）によれば，日本の
独身女性がもつ理想のライフコース像は，「再就職コース」

（結婚や出産を機に退職し，子育て後に再び仕事をもつ）が
「両立コース」（結婚し子どもをもつが，仕事も一生続ける）
をわずかに上回り，他のコースに比べて最も高い割合を示し
ているが，時系列的にみると両立コースは上昇しており，
1987 年に 10%以上あった再就職コースとの差は 2005 年に
3%まで縮小している（国立社会保障・人口問題研究所 
2007b：59）。だが，国立社会保障・人口問題研究所（2007a）
の調査結果でも第 1 子出産前後の就業継続率は上昇していな
い（国立社会保障・人口問題研究所 2007a：43）。

3）　2005 年施行の改正育児介護休業法から有期契約労働者の
一部が育児休業の対象となったが，分析データは，2005 年 6
月に調査しているため大多数がこの改正前に出産・育児期を
迎えている。

4）　家事と育児を分けて分析している研究もあるが，ここでは
「家事・育児」と一括りにして知見を整理する。

5）　厚生労働省（2006）によれば，2004 年の労働時間が週 60 時
間以上であった男性の割合は 20 代後半から 40 代前半に 20%
を超えている。そしていずれの年齢層でも，その割合は 10
年前の 1994 年から上昇している（厚生労働省 2006：参 37）。
週 60 時間を週 5 日 1 日 8 時間勤務で換算すれば，1 日当たり
4 時間の残業をしていることになる。

6）　労働政策研究・研修機構（2006b）は，管理職としての仕事
と介護の両立を図り，仕事の区切りがついたところで退職し
た事例も報告している。
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